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定款の一部変更および全部取得条項付普通株式の取得等に関するお知らせ 

 

当社は，本日開催の取締役会において，種類株式発行に係る定款一部変更，全部取得条項に係る定款一部変

更，および全部取得条項付普通株式（下記「Ⅰ.１（１）変更の理由②」において定義いたします。）の取得に

ついて，平成23年11月15日開催予定の当社の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）に付議

することを決議し，また，全部取得条項に係る定款一部変更について，本臨時株主総会の開催予定日と同日に

開催予定の当社普通株式を有する株主の皆様を構成員とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいま

す。）に付議することを決議いたしましたので，下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．当社完全子会社化のための定款一部変更 

 

１ 種類株式発行に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-１」） 

 

（１） 変更の理由 

平成23年９月13日付プレスリリース「株式会社はしやまによる当社普通株式等に対する公開買付け

の結果及び親会社等の異動に関するお知らせ」等にてご報告申しあげておりますとおり，株式会社   

はしやま（以下「はしやま」といいます。）は，平成23年８月１日から平成23年９月12日まで当社の

普通株式を対象とする公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行い，その結果，はしやまは，

平成 23 年９月 20 日の決済開始日をもって，当社普通株式 17,625,319 株（平成 23 年９月 20 日現在に  

おける当社の総株主の議決権に対する割合：93.76％）を所有するに至りました。 

 

平成23年７月29日付はしやまのプレスリリース「マスプロ電工株式会社株券等に対する公開買付け

の開始に関するお知らせ」において公表されておりますとおり，当社およびはしやまの代表取締役社長

である端山佳誠は，当社を取り巻く事業環境は，地上デジタル放送への完全移行，東日本大震災の影響

を受けた企業の相次ぐ設備投資の縮小・延期等，先行き不透明な材料が多く，業界の厳しさも増す中で，

当社が今後発展成長を続けていくためには，新技術・新分野への研究開発を強化し積極的に推進すると

ともに，他社との技術交流を促進し，戦略的業務提携をも視野に入れた事業展開を行なっていく必要が

あると考えており，当社が，今後も上場を維持することによるメリット，デメリットを勘案しつつ，当

社の株主の皆様にマイナスのリスクが及ぶことを回避し，短期的な業績に左右されることなく当社が中

長期的に成長し，持続的な企業価値向上を実現するためには，マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）の

手法により，はしやまが当社普通株式の全てを取得して非上場化し，短期的な業績変動に左右されずに

機動的かつ柔軟な意思決定を可能とする経営体制を構築した上で，当社の経営陣および従業員が一丸と

なって当社の事業構造の抜本的な改革および取組みの強化を積極的に行うことが最善の手段であると考

えるに至り，本公開買付けを実施することを決定したとのことです。 

一方，当社といたしましても，平成23年７月29日付当社プレスリリース「ＭＢＯの実施及び応募の

推奨に関するお知らせ」にてお知らせ申しあげておりますとおり，第三者算定機関であるプライス   
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ウォーターハウスクーパース株式会社から得た当社の株式価値算定書および当社の株式価値に係る内容

説明，リーガル・アドバイザーであるＴＭＩ総合法律事務所（以下「ＴＭＩ」といいます。）からの本公

開買付けを含む一連の取引に係る意思決定等に関する助言ならびに第三者委員会から提出された答申書

等を踏まえ，慎重に協議および検討を行なった結果，一般株主の皆様のリスクを回避しつつ事業構造の

抜本的な改革および取組みの強化を実施することが，当社の中長期的な成長および持続的な企業価値の

向上の実現にとって必要不可欠であり，当社にとって最善の選択肢であるとともに，当社の株主の皆様

に対して合理的な売却機会を提供するものであると判断するに至りました。 

以上を踏まえ，当社は，以下の①から③の方法（以下，総称して「本完全子会社化手続」といいます。）

により，はしやまの完全子会社となることといたしました。 

① 当社定款の一部を変更し，種類株式を発行する旨の定めを新設いたします。 

かかる種類株式としては，以下の定款変更案に定める内容のＡ種種類株式（以下「Ａ種種類株式」

といいます。）を設けることといたします。 

② 上記①による変更後の当社定款の一部をさらに変更し，当社普通株式に，当社が株主総会の決議に

よってその全部を取得する全部取得条項（以下「全部取得条項」といいます。）を付す旨の定めを

新設いたします。なお，全部取得条項が付された後の当社普通株式を，以下「全部取得条項付普通

株式」といいます。 

③ 会社法第 171 条第１項ならびに上記①および②による変更後の定款に基づき，株主総会の決議に 

よって，株主の皆様（当社を除きます。以下同じ。）から全部取得条項付普通株式の全てを取得し，

当該取得の対価として，当社は，株主の皆様に対し，全部取得条項付普通株式１株と引換えにＡ種

種類株式1,253,600分の１株を交付いたします。この際，はしやま以外の株主の皆様に対して取得

対価として割当てられるＡ種種類株式の数は，１株未満の端数となる予定です。 

 

株主の皆様に対するＡ種種類株式の割当ての結果生じる１株未満の端数につきましては，その合計数

（ただし，会社法第234条第１項により，その合計数に１株に満たない端数がある場合には，当該端数

は切り捨てられます。）に相当する株式を，会社法第234条の定めに従って売却し，この売却により得ら

れた代金をその端数に応じて株主の皆様に交付いたします。かかる売却手続に関し，当社は，会社法第

234 条第２項の規定に基づき，裁判所の許可を得てＡ種種類株式をはしやまに売却すること，または会

社法第234条第２項および第４項の規定に基づき，裁判所の許可を得てＡ種種類株式を当社が買取るこ

とを予定しております。この場合のＡ種種類株式の売却価格につきましては，必要となる裁判所の許可

が予定どおり得られた場合には，取得日の前日において株主の皆様が保有する当社普通株式数に金

1,070 円（本公開買付けにおける１株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭を株主の皆様に

交付できるような価格に設定することを予定しておりますが，裁判所の許可が得られない場合や，計算

上の端数調整が必要な場合等においては，実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

 

「定款一部変更の件-１」は，本完全子会社化手続のうち①を実施するものであります。 

会社法上，全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされていること

から（会社法第171条第１項，第108条第１項第７号），上記①は，当社普通株式に全部取得条項を付す

旨の定款変更である上記②を行う前提として，当社が種類株式発行会社となるため，種類株式を発行す

る旨の定めを新設するものでありますが，かかる種類株式としては，以下の定款変更案に定める内容の

Ａ種種類株式を設けることとしております。なお，下記「全部取得条項付普通株式の取得の件」でご説

明申しあげますとおり，上記③における全部取得条項付普通株式の取得対価はＡ種種類株式としており

ます。 

 

なお，「定款一部変更の件-１」に係る定款の一部変更は，「定款一部変更の件-１」に係る議案が本臨

時株主総会において承認された時点で，その効力を生じるものといたします。 

 

（２） 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

 



 

（下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変  更  案 

第６条（発行可能株式総数) 
当会社の発行可能株式総数は，8000万株とする。

 
 
 
 

(新  設) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第８条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は，100株とする。 
 
 

(新  設) 
 

第６条（発行可能株式総数) 
当会社の発行可能株式総数は，8000万株とし，
このうち普通株式の発行可能種類株式総数は
7999万9900株，Ａ種種類株式の発行可能種類株
式総数は100株とする。 

 
第６条の２（Ａ種種類株式） 

当会社は，残余財産を分配するときは，Ａ種種
類株式を有する株主（以下「Ａ種株主」という）
またはＡ種種類株式の登録株式質権者（以下「Ａ
種登録株式質権者」という）に対し，普通株式
を有する株主（以下「普通株主」という）また
は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録
株式質権者」という）に先立ち，Ａ種種類株式
１株につき１円（以下「Ａ種残余財産分配額」
という）を支払う。Ａ種株主またはＡ種登録株
式質権者に対してＡ種残余財産分配額の金額が
分配された後，普通株主または普通登録株式質
権者に対して残余財産の分配をする場合には，
Ａ種株主またはＡ種登録株式質権者は，Ａ種種
類株式１株当たり，普通株式１株当たりの残余
財産分配額と同額の残余財産の分配を受ける。

 
第８条（単元株式数） 

当会社の普通株式の単元株式数は，100株とし，
Ａ種種類株式の単元株式数は１株とする。 

 
第18条の２（種類株主総会） 

①第15条，第16条および第17条の規定は，種類
株主総会にこれを準用する。 

②第18条第１項の規定は，会社法第324条第１項
の規定による種類株主総会の決議にこれを準
用する。 

③第18条第２項の規定は，会社法第324条第２項
の規定による種類株主総会の決議にこれを準
用する。 

 

２ 全部取得条項に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-２」） 

 

（１） 変更の理由 

「定款一部変更の件-１」でご説明申しあげておりますとおり，当社は，一般株主の皆様のリスクを回

避しつつ事業構造の抜本的な改革および取組みの強化を実施することが，当社の中長期的な成長および

持続的な企業価値の向上の実現にとって必要不可欠であり，当社にとって最善の選択肢であるとともに，

当社の株主の皆様に対して合理的な売却機会を提供するものであると判断するに至り，本完全子会社化

手続を行うことといたしました。 

「定款一部変更の件-２」は，本完全子会社化手続のうち②を実施するものであり，「定款一部変更の

件-１」による変更後の当社定款の一部をさらに変更し，当社普通株式に，全部取得条項を付す旨の定め

として，追加変更案第６条の３を新設するものであります。「定款一部変更の件-２」に係る議案が承認

され，当該定款変更の効力が生じた場合には，当社普通株式は全て全部取得条項付普通株式となります。 

また，「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案が承認された場合，当社は株主の皆様から全

部取得条項付普通株式を取得いたしますが（本完全子会社化手続の③），当該取得と引換えに当社が株主

の皆様に交付する取得対価は，「定款一部変更の件-１」に係る定款変更により設けられるＡ種種類株式

とし，当社が全部取得条項付普通株式１株につき株主の皆様に割当てるＡ種種類株式の数は，はしやま

以外の株主の皆様に対して当社が割当てるＡ種種類株式の数が１株未満の端数となるように，1,253,600

分の1株としております。 

 



 

なお，「定款一部変更の件-２」に係る定款変更の効力発生は，「定款一部変更の件-１」および「全部

取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案のご承認が得られること，ならびに，本種類株主総会にお

いて「定款一部変更の件-２」に係る議案のご承認が得られることを条件といたします。 

また，「定款一部変更の件-２」に係る定款変更の効力発生日は，平成23年12月21日といたします。 

 

（２） 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

「定款一部変更の件-１」に係る変更後の定款 追加変更案 

(新  設) 
 

第６条の３（全部取得条項） 
当会社が発行する普通株式は，当会社が株主総会
の決議によってその全部を取得できるものとす
る。当会社が普通株式の全部を取得する場合には，
普通株式の取得と引換えに，普通株式１株につき
Ａ種種類株式を125万3,600分の１株の割合をもっ
て交付する。 

 

Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 

 

１ 全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

 

「定款一部変更の件-１」でご説明申しあげておりますとおり，当社は，一般株主の皆様のリスクを回避

しつつ事業構造の抜本的な改革および取組みの強化を実施することが，当社の中長期的な成長および持続的

な企業価値の向上の実現にとって必要不可欠であり，当社にとって最善の選択肢であるとともに，当社の株

主の皆様に対して合理的な売却機会を提供するものであると判断するに至り，本完全子会社化手続を行うこ

とといたしました。 

全部取得条項付普通株式の取得は，本完全子会社化手続のうち③を実施するものであり，会社法第171条

第１項ならびに「定款一部変更の件-１」および「定款一部変更の件-２」による変更後の当社定款に基づき，

株主総会の決議によって，株主の皆様から全部取得条項付普通株式の全てを取得し，当該取得と引換えに，

以下に定めるとおり，株主の皆様に対し取得対価を交付するものであります。 

「定款一部変更の件-２」に係る変更後の当社定款の規定に基づき，全部取得条項付普通株式の取得対価

は，「定款一部変更の件-１」に係る定款変更により設けられるＡ種種類株式とし，全部取得条項付普通株式

１株につき割当てられるＡ種種類株式の数は 1,253,600 分の 1 株とさせていただいております。この結果，

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案が承認された場合，はしやま以外の株主の皆様に対して

当社が割当てるＡ種種類株式の数は，１株未満の端数となる予定です。このように，割当てられるＡ種種類

株式の数が１株未満の端数となる株主の皆様に関しましては，会社法第234条の定めに従って以下のとおり

１株未満の端数処理がなされ，最終的には現金が交付されることになります。 

当社では，「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案が承認された場合に，株主の皆様に割当て

られることとなる１株未満の端数の合計数（会社法第234条第１項により，その合計数に１株に満たない端

数がある場合には，当該端数は切り捨てられます。）に相当する数のＡ種種類株式について，会社法第 234

条第２項の規定に基づく裁判所の許可を得た上で，はしやまに対して売却すること，または会社法第234条

第２項および第４項の規定に基づく裁判所の許可を得た上で，当社が買取ることを予定しております。この

場合の当社のＡ種種類株式の売却価格につきましては，必要となる裁判所の許可が予定どおり得られる場合

には，取得日の前日において株主の皆様が保有する当社普通株式数に金1,070円（本公開買付けにおける当

社普通株式１株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭を株主の皆様に交付できるような価格に設

定することを予定しておりますが，裁判所の許可が得られない場合や，計算上の端数調整が必要な場合等に

おいては，実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

 

２ 全部取得条項付普通株式の取得の内容 

 

（１） 全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価およびその割当てに関する事項 



 

会社法第171条ならびに「定款一部変更の件-１」および「定款一部変更の件-２」による変更後の当

社定款の規定に基づき，全部取得条項付普通株式の取得と引換えに，取得日（下記（２）にて定めます。）

の前日の最終の当社の株主名簿に記録された全部取得条項付普通株式の株主の皆様に対して，その所有

する全部取得条項付普通株式１株につき，Ａ種種類株式を1,253,600分の1株の割合をもって交付いた

します。 

 

（２） 取得日 

平成23年12月21日 

 

（３） その他 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る全部取得条項付普通株式の取得の効力発生は，「定款一

部変更の件-１」および「定款一部変更の件-２」に係る定款変更の効力が生じることを条件といたしま

す。 

なお，その他の必要事項につきましては，取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 

３ 上場廃止 

当社普通株式は，本日現在，東京証券取引所市場第一部および名古屋証券取引所市場第一部に上場されて

おりますが，本臨時株主総会において「定款一部変更の件-１」，「定款一部変更の件-２」および「全部取得

条項付普通株式の取得の件」に係る議案が原案どおり承認可決され，本種類株主総会において「定款一部変

更の件-２」に係る議案のご承認が得られた場合には，当社普通株式は，東京証券取引所市場および名古屋証

券取引所の上場廃止基準に該当することとなりますので，当社普通株式は，平成 23 年 11 月 15 日から平成

23年 12月 15日まで整理銘柄に指定された後，平成23年 12月 16日をもって上場廃止となる予定です。上

場廃止後は，当社普通株式を東京証券取引所および名古屋証券取引所において取引することはできません。 

 

Ⅲ．本完全子会社化手続の日程の概要（予定） 

 

本完全子会社化手続の日程の概略（予定）は以下のとおりです。 

 

本種類株主総会の基準日公告 平成 23 年９月 16 日（金） 

本臨時株主総会および本種類株主総会基準日 平成 23 年９月 30 日（金） 

本臨時株主総会および本種類株主総会招集に関する取締役会決議 平成 23 年 10 月 28 日（金） 

本臨時株主総会および本種類株主総会の開催 平成 23 年 11 月 15 日（火） 

種類株式発行に係る定款一部変更（「定款一部変更の件-１」）の効力発生日 平成 23 年 11 月 15 日（火） 

当社普通株式の東証および名証における整理銘柄への指定 平成 23 年 11 月 15 日（火） 

当社普通株式の東証および名証における売買最終日 平成 23 年 12 月 15 日（木） 

当社普通株式の東証および名証における上場廃止日 平成 23 年 12 月 16 日（金） 

全部取得条項に係る定款一部変更（「定款一部変更の件-２」）の効力発生日 平成 23 年 12 月 21 日（水） 

全部取得条項付普通株式の取得およびＡ種種類株式交付の効力発生日 平成 23 年 12 月 21 日（水） 

 

Ⅵ．支配株主との取引等に関する事項 

 

上記Ⅱに記載の全部取得条項付普通株式の取得（以下「本件取得」といいます。）は，支配株主との取引

等に該当します。当社は，コーポレートガバナンス報告書において「支配株主との取引等を行う際における

少数株主の保護の方策に関する指針」は定めておりませんが，支配株主との取引等を行う際には，必要に応

じて弁護士や第三者機関の助言を取得するなど，その取引内容および条件の公正性を担保するための措置を

講ずるとともに，取締役会において慎重に審議の上決定することとし，少数株主の利益を害することのない

よう適切に対応することといたしております。 

本件取得を行うに際しても，以下の対応を行なっております。 

すなわち，当社は，本公開買付けおよび本件取得からなる一連の取引（以下「本件取引」といいます。）



 

の公正性を担保するための措置および利益相反を回避するための措置として，平成23年７月29日付当社プ

レスリリースの２．（３）記載の各措置を講じております。 

また，当社は，本取引に関する当社取締役会を公正に実施し，その意思決定過程における恣意性を排除す

ることを目的として，平成23年７月29日付当社プレスリリースにてお知らせしておりますとおり，はしや

まおよび当社取締役会から独立した外部の有識者３名から構成される第三者委員会を設置していたところ，

かかる第三者委員会より，平成23年７月28日付で，（ａ）本公開買付けを含む本取引は，当社の企業価値の

向上を目的として行われるものであると認められ，本取引の目的は正当であり，（ｂ）本公開買付けを含む本

取引に係る交渉過程の手続は公正であると認められ，また，（ｃ）本公開買付けを含む本取引により株主に交

付される対価は妥当であり，（ｄ）上記(ａ)乃至(ｃ)その他の事項を前提にすると，本取引は少数株主にとっ

て不利益ではないと認められる旨の意見を取得しております。 

加えて，当社の代表取締役社長である端山佳誠は，はしやまの代表取締役を兼任し，本件取得に関し当社

と構造的な利益相反状態にあるため，特別利害関係人として，平成23年10月28日開催の当社取締役会にお

ける審議および決議には一切参加しておらず，また，当社の立場においてはしやまとの協議および交渉にも

一切参加しておりません。当該取締役会においては，端山佳誠氏を除いた当社の取締役全員が審議および決

議に参加し，参加した取締役の全員一致で，本件取得に係る議案を本臨時株主総会に付議する旨を決議して

おります。また，同議案の審議については，当社の監査役全員が参加し，いずれも当社の取締役会が上記決

議を行うことにつき異議がない旨の意見を述べております。これらの取締役会決議の方法そのほかの利益相

反を回避するための措置に関して，当社のリーガル・アドバイザーであるＴＭＩの助言を得ております。 

 

以 上 

 


